
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

(独)日本高速道路保有・債務返済機構

　高速道路資産の保有及び高速道路株式会社に対する貸付けのほか、道路関係四公団から承継した
債務、その他の高速道路の新設、改築等に係る債務の早期の確実な返済等を行うことにより、高速
道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、会社による高速道路に関する事業の円滑な実施を支援
する。

http://www.jehdra.go.jp

22年度財政投融資計画額 21年度末財政投融資残高見込み

238,39418,490

（注）　本州四国連絡高速道路株式会社は、高速道路建設事業を行っていない。

高速道路事業の概要
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３．当該事業の成果、社会・経済的便益など ４．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

［政策コスト］ （単位：億円）

1.国からの補助金等
2.国への資金移転

1～2 小計

3.国からの出資金等の機会費用分
　具体的には、 1～3 小計
○地域や地方都市間の連携強化・交流促進 4.欠損金の減少分

○産業育成・創出 1～4 合計＝政策コスト (A)　

○就業機会拡大

○資産価値の向上

○財貨・サービス価格の低下 ［投入時点別政策コスト内訳］ （単位：億円）
○災害時の代替路確保

○交通円滑化による都市環境の改善

などが挙げられる。

［経年比較分析］ （単位：億円）

 (A) 政策コスト（再掲）

［前提条件を変化させた場合］ （単位：億円）

26,737 32,054

＜参考＞　補助金・出資金等の22年度予算計上額

補助金等　： 億円

出資金等　： 億円

(＋7,750)

＋ 7,750

調達金利　＋1％

変化させた前提条件とその変化幅

－

＋ 4,362

料金収入　△10％

- -

増減額のうち機会費用の増減額

（注）定量的便益算定にあたっては、「費用便益分
析マニュアル(平成20年11月、国土交通省道路局都
市・地域整備局）」における便益額算定方法、原単
位に基づき実施。

増　減

△484

4,581

21,883 24,304

4,538

区　　　分

-

出資金等の機会費用分

21,883

(B) (A')のうち22年度以降に発生
　　する政策コスト

（割引率変化なし）

政策コスト（増減額）

△43

-

（割引率変化あり）

- -

 (A') (A)を21年度分析と同じ前提
　　金利で再計算した政策コスト

＋2,421

22年度

21,399

21年度

剰余金等の増減に伴う
政策コスト

21,837 21,399

　22年度の政策コストは24,304億円である。21年度と22年度の前提金利の変化
による影響を捨象し、22年度以降に発生する政策コストを比較すると、実質的
な政策コストは21年度から438億円減少したと分析される。このような実質的な
コスト減は、以下のような要因によるものと考えられる。
・出資金の減に伴う機会費用の減等によるコスト減　（△438億円）

△438

4,538

-

24,304

△43

--

＋2,421

19,766 ＋2,464

増減額のうち機会費用の増減額 ＋ 2,433

(＋2,433)

837

4,581

21年度

17,302

② 分析期間中に新たに見込ま
　れる政策コスト

21,883

区　　　分

-

21,883

21年度

34

24,304

35

21,883

(＋4,362)28,666

-

分析期間（年）

区　　　分

21,883

-

22年度 増　減
- - -

-- -
-- -

22年度

＋2,421

＋2,421

24,304

24,304

＋1

増　減

＋2,421

国への資金移転

 (A) 政策コスト （再掲）

　有料道路事業の整備は、走行時間の短縮、走行経
費の節減、交通事故減少などの道路利用者への直接
的効果の他、地域や社会に直接的・間接的に幅広い
効果をもたらしている。

① 分析期首までに投入された
　出資金等の機会費用分

　このような高速道路の整備効果のうち、定量的に
把握できるものとして、平成32年度末のネットワー
ク完成後による走行時間の短縮、走行経費の節減、
交通事故減少による直接便益を計算すると、平成22
年度以降の新規供用分だけで、以下のとおり試算さ
れる。
・社会的割引率を4%とした場合　9兆9,884億円
・社会的割引率を政策コスト分析と同じとした場合
14兆4,732億円

国からの補助金等



５．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

①

②

③

④

⑤

６．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

７．特記事項など

①

②

③

④

⑤

　料金収入については、最新の協定に基づき、近年の交通量実績を反映して各高速道路会社ごとの料金体系・料金水

準・割引制度をもとに算出。

　高速道路事業を試算の対象としている。

　高速自動車国道については８，５２０ｋｍ、一般有料道路については１，０８４ｋｍ、首都高速道路については３２３ｋｍ、阪

神高速道路については２６４ｋｍ、本州四国連絡高速道路については１７３ｋｍについて、対象事業とする。このうち、平成

21年度末で、高速自動車国道については７，６９０ｋｍ、一般有料道路については９６２ｋｍ、首都高速道路については２９９

ｋｍ、阪神高速道路については２４２ｋｍ、本州四国連絡高速道路については１７３ｋｍが供用している。

　分析に用いた金利は、本分析に共通の前提として設定されたものであり、機構及び各会社が償還計画作成の際に用い

ている将来金利とは異なっている。

　これまでの政策コストの推移は以下の通り。

　有料道路事業は国の直轄事業等とともに道路整備事業の一部であり、交通の円滑化、生活利便性の向上、産業の振興

等の社会・経済効果を創出している。例えば、高速道路の事業の効果として、走行時間の短縮等の直接利用者の便益だ

けとらえても、平成32年度末のネットワーク完成後では、平成22年度以降の新規供用分だけで9兆9,884億円の便益が発

生すると推計される。

　道路資産については、債務償還終了後に無料開放し、国や地方公共団体に帰属することとなるが、政策コスト分析にお

いては、道路資産の残存価値を評価していないことに留意する必要がある。

　当機構における政策コスト分析は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構、東日本高速道路株式会社、中

日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社、首都高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社及び本州四国

連絡高速道路株式会社分を一体として実施している。

注）　各会社が高速道路の建設を行うことによって増加する資産及び負債はすべて機構に承継され、機構は各会社に高

速道路資産を貸し付け、各会社から道路貸付料収入を受け入れる。出資金等は、この道路貸付料収入により償還期間内

に国等に返還することとなるため、この間の出資金等の機会費用が機構の政策コストとなる。

　管理費については、「道路関係四公団民営化の基本的枠組みについて」(H15.12.22政府与党申し合わせ）に基づくコス

ト削減（３割削減）を踏まえて算出。

　上記、料金収入と管理費に基づき、機構と各会社で貸付料を設定。

東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西日本高速道路㈱、首都高速道路㈱、阪神高速道路㈱、本州四国連絡高速道

路㈱に対する貸付け、承継債務その他の高速道路の新設及び改築等に係る債務の早期の確実な返済等の業務を行うこと

により、高速道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、会社による高速道路事業の円滑な実施を支援することを目的

とするため、政府及び地方公共団体から政府等出資金及び政府等補助金を受け入れている。 

（根拠法令） 

 政府等出資金：【（独）日本高速道路保有・債務返済機構法第６条 資本金】 

        ２ 機構は、必要があるときは、国土交通大臣の認可を受けて、その資本金を増加することができる。

        ３ 政府及び政令で定める地方公共団体は、前項の規定により機構がその資本金を増加するときは、

予算で定める金額の範囲内において、機構に出資することができる。 

 政府等補助金：【（独）日本高速道路保有・債務返済機構法第２５条 補助金】 

          政府は、予算の範囲内において、機構に対して、第１２条第１項第５号の業務に要する経費を補

助することができる。 

        【（独）日本高速道路保有・債務返済機構法第１２条 業務の範囲】 

        ５ 国から交付された補助金を財源として、会社に対し、高速道路の災害復旧に要する費用に充てる

資金の一部を無利子で貸し付けること。 

（単位：億円）
合計

22～56
698,46711,34614,16914,647

23～32 33～42 43～52
208,210 239,319 225,424

（試算前提）

18 19 20

（計画）

22

（見込み）

21 53～56
業務収入（貸付料） 8,649

年　　度 17（下半期）

（実績）

18,62419,712 19,746

18年度
29,226億円

19年度
26,056億円

20年度
26,352億円

21年度
21,883億円

22年度
24,304億円



［政策コスト］ （単位：億円）

旧日本道路
公 団

旧首都高速
道 路 公 団

旧阪神高速
道 路 公 団

旧本州四国
連絡橋公団

合計

1.国からの補助金等 - - - - -

2.国への資金移転 - - - - -

1～2 小計 - - - - -

3.国からの出資金等の機会費用分 10,096 3,116 2,071 9,021 24,304
1～3 小計 10,096 3,116 2,071 9,021 24,304

4.欠損金の減少分 - - - - -

1～4 合計＝政策コスト (A)　 10,096 3,116 2,071 9,021 24,304

31 34 35 27 35

［投入時点別政策コスト内訳］ （単位：億円）

旧日本道路
公 団

旧首都高速
道 路 公 団

旧阪神高速
道 路 公 団

旧本州四国
連絡橋公団

合計

10,096 3,116 2,071 9,021 24,304

10,096 2,570 1,783 5,317 19,766

- 546 288 3,704 4,538

- - - - -
- - - - -

- - - - -

- 546 288 3,704 4,538

［経年比較分析］ （単位：億円）
旧日本道路
公 団

旧首都高速
道 路 公 団

旧阪神高速
道 路 公 団

旧本州四国
連絡橋公団

合計

10,096 3,116 2,071 9,021 24,304

9,006 2,949 1,938 7,944 21,837

8,775 2,774 1,823 8,026 21,399

△230 △174 △115 ＋83 △438

［前提条件を変化させた場合］ （単位：億円）

 旧日本道路公団 11,384 (＋1,288) 13,750 (＋3,654) 12,169 (＋2,074)
 旧首都高速道路公団 3,405 (＋288) 4,142 (＋1,026) 3,610 (＋494)
 旧阪神高速道路公団 2,238 (＋167) 2,695 (＋624) 2,391 (＋320)
 旧本州四国連絡橋公団 9,710 (＋689) 11,467 (＋2,446) 10,496 (＋1,474)

26,737 (＋2,433) 32,054 (＋7,750) 28,666 (＋4,362)合　　計

区　　　分

区　　　分

 (A) 政策コスト （再掲）

増減（②－①）

区　　分
変化させた前提条件と政策コスト額　（増減額）

国への資金移転

① 分析期首までに投入された
出資金等の機会費用分

② 分析期間中に新たに見込ま
れる政策コスト

<参考>　22年度政策コストを旧道路４公団の事業ごとに試算すると以下のとおりとなる。

国からの補助金等

区　　　分

分析期間（年）

料金収入　△１０％

剰余金等の増減に伴う
政策コスト

出資金等の機会費用分

②(A)を21年度分析と同じ前提金利
で再計算した政策コスト

調達金利 ＋１％

①21年度分析の政策コストのうち22
年度以降に発生する政策コスト

 (A) 政策コスト （再掲）

（割引率変化なし） 〈割引率変化あり）



　（参考）貸借対照表、損益計算書

　高速道路勘定

貸借対照表 (単位：百万円)

区分 20年度末実績 21見込 22計画 区分 20年度末実績 21見込 22計画

（資産の部） （負債及び純資産の部）

流動資産 306,565 342,401 313,877 流動負債 3,491,866 4,191,799 2,704,589

　現金及び預金 778 2,250 2,097
1年以内償還予定日本高速道路

　保有・債務返済機構債券 1,635,528 1,726,820 225,500

　有価証券 125,000 140,000 140,000 　債券発行差額（△） △ 220 △ 526 △ 324

　道路資産貸付料等未収入金 157,187 132,223 118,084 　1年以内返済予定長期借入金 1,599,688 2,348,548 2,374,219

　未収入金 13,563 19,981 51,556 　未払金 160,957 23,889 17,483

　短期貸付金 8,845 46,834 1,031 　未払費用 95,850 92,954 87,541

　貯蔵品 1,109 1,109 1,109 　その他の流動負債 62 114 170

　その他の流動資産 82 3 -          固定負債 28,185,478 27,349,982 28,562,927

固定資産 41,078,394 40,980,109 40,731,209 　資産見返負債 41,681 39,491 37,301

　有形固定資産 40,699,404 40,622,084 40,311,209 　　資産見返補助金等 23,057 21,829 20,600

　　建物 277,986 289,954 292,107 　　資産見返寄附金 18,624 17,662 16,701

　　構築物 28,663,954 28,706,112 28,468,548
日本高速道路保有・債務返済機

　構債券 20,140,060 21,117,803 24,150,203

　　機械装置 606,739 590,302 565,309 　債券発行差額（△） △ 83,210 △ 136,428 △ 126,993

　　工具器具備品 1,354 1,891 2,278 　長期借入金 7,598,252 5,841,768 4,016,750

　　土地 8,249,631 8,387,767 8,450,509 　長期未払金 488,679 487,329 485,642

　　建設仮勘定 2,899,740 2,646,057 2,532,458 　引当金

　無形固定資産 249,036 249,640 251,880 　　退職給付引当金 16 18 24

　　借地権 247,617 248,246 250,510 法令に基づく引当金等

　　その他の無形固定資産 1,419 1,394 1,370 　高速道路利便増進事業引当金 2,621,117 2,227,072 1,782,533

　投資その他の資産 129,954 108,385 168,120 （負債合計） 34,298,461 33,768,853 33,050,048

　　長期貸付金 129,796 108,227 167,962 資本金 4,834,400 4,962,660 5,103,426

　　敷金・保証金 158 158 158 　政府出資金 3,623,673 3,701,136 3,784,852

　地方公共団体出資金 1,210,727 1,261,524 1,318,574

資本剰余金 847,605 847,605 847,605

　資本剰余金 32 32 32
日本道路公団等民営化関係法

　施行法第15条による積立金 847,573 847,573 847,573

利益剰余金 1,404,492 1,743,392 2,044,007

　積立金 835,784 1,404,492 1,743,392

　当期未処分利益 568,709 338,899 300,615

　(うち当期総利益） (568,709) (338,899) (300,615)

（純資産合計） 7,086,498 7,553,657 7,995,038

資産合計 41,384,959 41,322,510 41,045,087 負債・純資産合計 41,384,959 41,322,510 41,045,087

　高速道路勘定

損益計算書 (単位：百万円)

区分 20年度末実績 21見込 22計画 区分 20年度末実績 21見込 22計画

（費用の部） （収益の部）

経常費用 1,490,247 1,458,857 1,501,198 経常収益 1,783,316 1,403,701 1,357,274

　道路資産貸付業務費 906,224 911,556 932,974 　道路資産貸付料収入 1,773,684 1,394,999 1,349,395

　経営努力助成業務費 93 2,965 3,713 　その他の収入 3,624 5,169 3,742

　一般管理費 1,826 2,075 2,003 　補助金等収益 421 -          -          

　財務費用 561,515 508,881 538,219 　資産見返負債戻入 1,601 2,190 2,190

　　支払利息 551,700 500,882 527,956 　財務収益 3,711 1,343 1,947

　　債券発行費 9,558 7,703 9,895 　雑益 276 -          -          

　　その他の財務費用 257 296 368 臨時利益 2,946,661 394,482 444,539

　道路資産取得関連費用 20,265 33,368 24,280 　国への債務承継額 2,890,856 -          -          

　雑損 323 12 10 　高速道路利便増進事業引当金戻入 47,664 394,045 444,539

臨時損失 2,671,022 426 -          　固定資産売却益 1,681 436 -          

　高速道路利便増進事業引当金繰入 2,668,781 -          -          　その他の臨時利益 6,460 -          -          

　固定資産売却損 990 426 -          

　固定資産譲渡損 448 -          -          

　その他 802 -          -          

当期純利益 568,709 338,899 300,615

合　　計 4,729,977 1,798,183 1,801,813 合　　計 4,729,977 1,798,183 1,801,813

(注) 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。


